
【 令和4年度の税制改正について 】

（法人県民税・事業税、特別法人事業税関係）

令和4年4月
埼 玉 県

１ 法人事業税の税率等が改正されました
令和4年4月1日以後に開始する事業年度の法人事業税について、次のとおり税率等が改正されま

した。

（２）ガス供給業に係る法人事業税の課税方式の見直し

［ 法人事業税 ］

［ 特別法人事業税 ］

平成28年4月1日から

令和元年9月30日まで

に開始する事業年度

令和元年10月1日から

令和2年3月31日まで

に開始する事業年度

令和2年4月1日から令

和4年3月31日までに

開始する事業年度

令和4年4月1日以

後開始する事業年

度

導管ガス供給業
（地方税法第72条の2第1項第2号）

収入割 0.9 1.0 1.0 1.0

収入割 0.9 1.0 1.0 0.48
付加価値割 - - - 0.77
資本割 - - - 0.32

事業の区分 事業税の区分

税率

特定ガス供給業（※1）
（地方税法第72の2条第1項第4号）

令和元年10月1日から

令和2年3月31日までに

開始する事業年度

令和2年4月1日から令

和4年3月31日までに開

始する事業年度

令和4年4月1日以後

開始する事業年度

導管ガス供給業
（地方税法第72条の2第1項第2号）

30 30 30

特定ガス供給業（※1）
（地方税法第72条の2第1項第4号）

30 30 62.5

税率

事業の区分

（１）大法人に対する法人事業税所得割の軽減税率の見直し

平成28年4月1

日から令和元

年9月30日まで

に開始する事

業年度

令和元年10月1

日から令和2年

3月31日までに

開始する事業

年度

令和2年4月1日

から令和4年3

月31日までに

開始する事業

年度

令和4年4月1

日以後開始す

る事業年度

年400万円以下の所得 0.3 0.4 0.4

年400万円を超え
年800万円以下の所得

0.5 0.7 0.7

年800万円を超える所得

軽減税率不適用法人（※２）

1.2 1.2 1.2 1.2

0.5 0.5 0.5 0.5

事業の区分 法人の種類 事業税の区分

税率

0.7 1.0 1.0

1.0

軽減税率
適用法人所得割地方税法

第72条の2
第1項第1

号

外形標準
課税法人
（※１）

付加価値割

資本割



令和２年度税制改正により、法人税（国税）において令和４年４月１日以後に開始する事業年

度から、連結納税制度からグループ通算制度に移行し、現行の企業グループを一つの納税単位と

する方式に代えて、各法人を納税単位とする方式（個別申告方式）とすることとされています。

法人県民税・事業税（地方税）においては、従来から各法人を納税単位としているため、制度

自体に大きな変更はありません。申告書・別表等の様式はグループ通算制度に対応し、一部変更

があります。

３ グループ通算制度について

２ 付加価値割における賃上げへの対応

令和4年4月1日から令和6年3月31日までの間に開始する各事業年度に限り、継続雇用者給与等

支給額を3％以上増加させる等の要件を満たす法人について、雇用者給与等支給額の対前年度増

加額（控除対象雇用者給与等支給増加額（雇用安定控除との調整あり。））を付加価値額から

控除します。

控除額（3.5）
＝控除対象雇用者給与等支給増加額（4）

（報酬給与額（80）－雇用安定控除（10））
報酬給与額（80）

×

※カッコ内の数値は報酬給与額８０の内数です

※雇用安定控除（10）
＝報酬給与額（80）－収益配分額（100）×70％

４ 外国税額控除

外国税額控除の適用を受ける法人に係る法人事業税の所得等の計算上損金の額に算入される

外国法人税額等には、外国法人税を課されたことを証する書類を保存していない等の理由によ

り法人税額から控除できない金額等は含まれないことが明確化されました。

埼玉県税務課ホームページから、申告書、届出書、納付書等の様式がダウンロードできます。
また、各県税事務所のご案内や、県税に関する情報を掲載していますのでご利用ください。

お知らせ

埼玉県 くらしと県税 ダウンロード 検索

埼玉県のマスコット「コバトン」
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